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令和８年度（令和７年分）給与支払報告書（総括表）

提出期限　　2月2日

茨城県那珂市長　宛　　令和 ８年  １ 月 １６日提出

令和　７年　　１月分から　　１２月分まで

9 8 7 6 5 4 3 2 1 3 4
　カブシキガイシャ　 △△ショウジ

  ナカシ○○１２３バンチ４５

課 係

　氏名 △△　　花子
（電話 ☆☆☆－☆☆☆－☆☆☆☆ ）

① この番号を個人別明細書右上の整理番号欄に転記してください。

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

●

●

●

指　定　番　号

1234

給与の 支払期間

給与支払者の個人
番号又は法人番号 1 2

茨
城
県
那
珂
市
提
出
用

給 与 支 払 者 の
氏 名 又 は 名 称 株式会社　　△△商事

受給者総人員 80
所 得 税 の 源 泉 徴 収
を し て い る 事 務 所
又 は 事 業 の 名 称

フ リ ガ ナ

同 上 の 所 在 地

普通徴収対象者
（退職者） 3

人

報告人員の合計 30
人

フ リ ガ ナ
事 業 種 目

人

人

人

給 与 支 払 者 が
法人である場合
の代表者の氏名

代表取締役社長　　△△　太郎
所轄税務署名

税務署連絡者の氏名、
所 属 課 、 係 名
及 び 電 話 番 号

人事 給与

給与の支払方法
及びその期日

関与税理士等の
氏名及び電話番号

報
　
　
告
　
　
人
　
　
員

特別徴収対象者 22

那珂市○○１２３番地４５ 普通徴収対象者
（退職者を除く） 5

eLTAX（エルタックス）を利用して給与支払報告書や給与所得者異動届出書の電子申告ができます。
○紙による提出と比べ、印刷、郵送の事務や経費が節約できます。

○媒体（光ディスク等）による提出と比べると、提出市町村の数の媒体の準備や管理等の必要がありません。
※詳しくは、eLTAXホームページ（http://www.eltax.lta.go.jp/)をご覧ください。

令和８年度住民税の特別徴収した税額を納入する際の納入書の「必要」・「不要」について、いずれかに
○を付けてください。○のない場合は、納入書を送付いたします。

④～⑥の合計人数を記載してください。
※令和8年1月1日時点で那珂市に住所登録のある特別徴収または普通徴収のかた。

  氏名

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
納入書の送付 必要　・　不要

「給与支払者の個人番号又は法人番号」欄には、給与支払者の個人番号（マイナンバー法第２条第５項に
規定する個人番号をいう。）又は法人番号（同条第15項に規定する法人番号をいう。）を記載します。こ
ちらから送付する総括表には原則法人番号を印字していますが、印字されていない場合、新規で総括
表を作成する場合や個人事業主の場合は個人番号又は法人番号を記載してください。なお、個人番号
を記載する場合には、左側を１文字空けて記載してください。

那珂市の住所登録の有無にかかわらず、給与を受給しているかたの総人数を記載してください。

那珂市在住のかたで、特別徴収（給与天引き）により納税する人数を記載してください。
※茨城県と県内全市町村では、平成２７年度から法令遵守や従業員の利便性の向上を目的として特別徴収を実施していただ
く取り組み（一斉指定）を行っております。事業主の皆様におかれましては、特別徴収の実施につきまして、ご理解とご協力を
お願いいたします。

普通徴収への切替理由書の「普Ｆ」に該当する人数を記載してください。

「普Ａ」～「普Ｅ」に該当し普通徴収とする人数を記載してください。普通徴収のかたがいる場合には、普
通徴収への切替理由書の提出も必要になります。切替理由書の提出がない場合は、特別徴収となりま
すので、ご注意ください。また、切替理由書により普通徴収への切替を申し出た場合でも、確認の結果、
特別徴収とすることがあります。

那珂市から送付した総括表以外の総括表を使用する場合は、必ず指定番号を転記するか、今回送付し
た総括表を未記入のまま同封してください。

法人番号、宛名、連絡先等に誤りがある場合は、朱書きで訂正をお願いします。

令和６年度よりeLTAXで給与支払報告書を提出した事業所につきまして、特別徴収税額通知（納税義
務者用）の受取方法が選択できるようになります。給与支払報告書を提出する際に紙、電子データから
希望する受取方法をお選びください。また、紙で提出した事業所はこれまで通り紙での配布となりま
す。

①

③
④

⑧

②

記載例

⑤
⑥
⑦



1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 1 1

 内 千 円 千 円 千 円 内 千 円

従人

円 円 円 円

年

年

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 2
円 円

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 5

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 4

明 大 昭 平

＊

9 8 7 6 5 4 3 2 1 1 2 3 4

5人目以降の16歳未満の

扶養親族等の個人番号

留意事項
(1)中途退職者につきましても、もれなく提出してください。
(2)一度提出した給与支払報告書に誤りがあった場合は、摘要欄に「訂正分」と朱書きで記載して再提出してください。

住宅借入金等特別控除の額地震保険料の控除額生命保険料の控除額社会保険料等の金額特定親族特別控除の額
千

支

払

者

個人番号又は

法人番号
（右詰で記載してください）

住所（居所）

又は所在地 那珂市○○１２３番地４５

氏名又は名称 ㈱△△商事
（電話） ☆☆☆－☆☆☆－☆☆☆☆

4 6* 44 12 24

未

成

年

者

外

国

人

死

亡

退

職

千千千

630 ,000 852

日 年 月

災

害

者

乙

　

欄

本人が障害者 寡

婦

ひ

と

り

親

4

（フリガナ）
区

分

（

市

区

町

村

提

出

用
）

勤

労

学

生

中途就・退職

特

別

そ

の

他

就職 退職 年 月

1

（フリガナ）
区

分
4

個人番号 個人番号

日

受給者生年月日

氏名 氏名

3

（フリガナ）
区

分
3

（フリガナ）

2

（フリガナ） 　ナカ　　サクラコ
区

分
2

氏名 那珂　桜子

個人番号

個人番号 個人番号

氏名

区

分氏名 氏名

個人番号

控

除

対

象

扶

養

親

族

等

1

（フリガナ） 　ナカ　　イチロウ
区

分 01

（源泉・特

別）

控除対象

配偶者

5人目以降の控除対象扶

養親族の個人番号

氏名 那珂　一郎 氏名 那珂　二郎

個人番号 個人番号

（フリガナ）1

6

歳

未

満

の

扶

養

親

族

1

（フリガナ） 　ナカ　　ジロウ
区

分

区

分

円
国民年金保険

料等の金額

円
旧長期損害

保険料の金額

円

氏名 那珂　花子
280,000

166,200 22,000
（フリガナ） 　ナカ　　ハナコ

区

分 配偶者の

合計所得

個人番号 基礎控除の額 0
所得金額

調整控除額 0

住宅借入金特別

控除区分(1回目) 住(特)
住宅借入金等
年末残高(1回目)

円

H28 5 5 27,850,000住宅借入金

等特別控除

の額の内訳

住宅借入金等

特別控除適用数 1
居住開始年月

日(1回目)

月 日

住宅借入金等

特別控除可能額

円 居住開始年月

日(2回目)

月 日 住宅借入金特別

控除区分(2回目)
住宅借入金等
年末残高(2回目)

円

278,500

（摘要）

　　前職分　（㈱）〇〇産業
　　支払金額　3,000,000円
    社会保険料　414,164円　源泉徴収額159,773円

生命保険料

の金額の

内訳

新生命保険料

の金額

円 旧生命

保険料

の金額

円
介護医療保

険料の金額

,071 108 ,000 50 ,000

円
新個人年金

保険料の金額

円 旧個人年金

保険料

の金額

円

82,000 30,000 18,000 28,000 117,000

千 円

1 1

73 ,900

人

〇 1
人 従人 人 従人 人 内

1
有 従有 円 人 内 人 人

16歳未満

扶養親族

の数

障  害  者  の  数

（ 本 人 を 除 く 。 ）
非居住者

である

親族の数　 の 有 無 等 老人 特　　定 老　　人 その他 特　　別 その他

給与・賞与 6 ,000 ,000 4 ,360
　(源泉）控 除 対 象 配 偶 者 配　偶　者　（特　別）

控　除　の　額

控 除 対 象 扶 養 親 族 の 数

（ 配 偶 者 を 除 く 。 ）

支  払  金  額 給与所得控除後の金額 所得控除の額の合計額 源  泉  徴  収  税  額

,000 3 ,080 ,071 0

8
※ ※種　　　別 ※整理番号 ※

1234 1

給
与
支
払
報
告
書
（

個
人
別
明
細
書
）

支　払

を受け

る　者

住

所

又

は

居

所

（受給者番号）

茨城県那珂市福田１８１９番地５ （個人番号）

（役職名） 課長

氏

名

（フリガナ）  ナカ　　タロウ

那珂　太郎
種    別

普Ｄ

総括表の指定番号を転記し

てください。※総括表①

通し番号を振ってく

ださい。

令和8年1月1日現在の住所(生

活の本拠)を記載してください。

給与等の支

払を受ける

者の個人番

号を記載し

てください。

国外に居住

する非居住

者がいる場

合には、そ

の数を記載

してくださ

い。

切替理由書

の普Ａ～普

Ｆに該当し、

普通徴収と

する方につ

いては、摘

要欄に該当

する符号を

記入してく

ださい。

※総括表⑤

または⑥

適用を受け

ている住宅

借入金等特

別控除の区

分を次のよ

うに記載しま

す。

「住」・・・一般

の住宅借入

金等特別控

除の場合（増

改築を含

む。）

「認」・・・認定

住宅の場合

「増」・・・特定

の増改築の

場合

「震」・・・東日

本大震災被

災者の再取

得

◆また、当該

住宅の取得

や増改築が

特定取得に

該当する場

合は、「(特)」

を付記します。

他社(前職分)を

合算して年末調

整を行っている

場合は、支払者名

と合算した支払

金額・社会保険料

等の金額・源泉徴

収税額を必ず記

載してください。

生年月日の記載

漏れにご注意く

ださい。

給与支払者の個人番号又は法人番

号を記載してください。なお、個人

番号を記載する場合には、左側を１

文字空けて記載してください。

年末調整の際に

住宅借入金等特

別控除の適用が

ある場合、当該控

除の適用数を記

載します。なお、

適用数が３以上

のときには、摘要

の欄に住宅借入

金等特別控除の

額の内訳を記載

します。

「控除対象配偶者」、

「控除対象扶養親

族」、「特定扶養親

族（19歳以上23

歳未満の扶養親

族）」、「16歳未満

の扶養親族」の各

情報を記載してく

ださい。また、上記

扶養親族等が国外

に居住する非居住

者である場合には、

区分欄に「01～

04」の該当する番

号を記載してくだ

さい。

記載例

特定親族特別控

除が新設されま

した。該当する扶

養親族（19歳以

上23歳未満の扶

養親族）について、

所得をもとに控

除額を確認のう

え記載してくださ

い。

令和8年度（令和7年分）給与支払報告書（個人別明細書）

フリガナの記載漏

れにご注意くださ

い。


